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本編は学位規則（昭和２８年４月１日文部省令第９号）第８条 
による公表を目的として、平成２５年度内に本学において博士 
の学位を授与した者の、論文内容の要旨および論文審査の結果 
の要旨を収録したものである。 
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論文内容の要旨 
 遠隔地の情景を、距離感を含めて視覚的にユーザに提示する技術が求められており、遠隔地
の風景や情報をユーザに提示する際に、まるでユーザ自身がその場所にいるかのような没入感
覚を与える技術であるテレプレゼンスに関する研究が盛んに行われている。ユーザが自由な見
回しができるように、遠隔地情報を取得する際、広範囲の情報を取得する必要がある。また、
距離感を提供するために、立体視も不可欠である。これらの要求は、全方位 3 次元自由視点画
像の生成及び表示によって満たされる。 
全方位 3 次元自由視点の生成とは、現実環境において一周 360 度全方位の情報を画像とし
て取り込み、光線画像処理によって自由視点の画像を生成することである。その大きな特徴と
して、実際に生成される視点位置にカメラがなくてもその視点の情報を画像で提供することが
できることである。また、全方位 3 次元自由視点の表示においては、生成した全方位 3 次元
自由視点画像を立体的に表示することによってユーザによりリアルな没入感覚を提供できる
特徴もある。 
3 次元自由視点画像を生成する際に、全方位センサーや複数台のカメラを利用する手法が提
案されているが、装置が複雑である問題や生成した視点画像にオクルージョンが生じる問題が
あった。また、3 次元自由視点画像を立体的に表示するには、立体ディスプレイを用いる必要
がある。現在、一般的に用いられている立体ディスプレイは特殊なメガネを着用して視聴する
手法が主流になっている。しかし、多視点の視差画像表示に適さないため、多視点の視差画像
表示に対応できる裸眼立体ディスプレイ技術を用いることが望ましい。自由視点画像表示に対
応可能な多視点裸眼立体表示には、レンチキュラーレンズ方式があるが、1 つの虚像面で視差
像を表示するため、奥行きの深い立体表示ができず、自由視点の自由度が制限される。 
本論文では、全方位自由視点立体画像撮影システム及び奥行きが深い裸眼立体表示システム
を提案する。 
1. 全方位自由視点立体画像作成システム 
1 台のカメラと 1 枚の回転ミラーを用い、カメラを動かさずに仮想カメラを生成することに
より、全方位画像の撮影法を提案する。輻輳角を考慮した画像処理アルゴリズムにより、自由
視点画像における手前から奥までの異なる奥行きでも、忠実に再現できる自由視点立体画像を
生成することができる。また、仮想カメラの位置で撮影した画像、つまりその位置の光線情報
を利用して自由視点の画像を生成するため、異なる視点に応じて必要な光線情報で視点画像を
再構築するこでてオクルージョンが生じないのは本手法の大きな特徴である。全方位画像撮影
システムを用いて輻輳角付きの自由視点立体画像を生成できたことから提案手法の有効性が
確認された。 
2. 高精度な全方位自由視点立体画像の生成 
仮想カメラの画像を画像列でつなぎ合わせると効率よく自由視点画像を生成できるが、不連
続なエッジが生じる。そこで、画像を一方向にスケーリングする補間法を提案する。画像列の
- 2 - 
 
中心から横方向へスケーリングすることによって、エッジの傾きを変えてつなぎあわせること
で滑らかな自由視点画像を生成することができる。しかし、スケーリングする画像列の幅が大
きくなると、撮影する回数は減るが、得られる光線情報が少なくなってしまう。一方、画像列
が短くなると、撮影する回数は増えてしまい、処理時間がかかる問題がある。提案手法では使
用する撮影画像の枚数に対応した画像列の幅について定量的な算出を行うことにより画像列
中にあるエッジの端点を上下方向に移動させ、異なる視点から撮影した画像列中のエッジをつ
なぎ、滑らかで高精度な自由視点画像を生成できる。提案手法の有効性は、実写画像を用いた
スケーリング係数算出実験及びスケーリング係数による自由視点画像の生成実験により確認
された。 
3. 奥行きの深い裸眼立体表示法 
奥行きの深い自由視点立体画像を作成でき、より臨場感豊かに情報を提示してリアルな奥行
き感を提供するために、裸眼立体ディスプレイを用いて作成した自由視点画像を表示する必要
がある。表示する物体の奥行きに応じて、表示する領域を分割して表示する手法を提案する。
これにより、レンチキュラーレンズ方式において複数の虚像面を生成することができ、表示物
体の手前や奥の奥行きに合わせた奥行きの深い裸眼立体表示ができる。検証実験において、表
示する立体画像を 3 層に分割して、それぞれの画像に対応するディスプレイで表示し、立体
観察実験を行うことで提案手法の有効性が確認された。 
 実験システムを試作し、自由視点立体画像の生成及び奥行きの深い裸眼立体表示実験を行っ
た。その結果、忠実な奥行きを持つ滑らかな自由視点画像を生成でき、奥行きの深い裸眼立体
表示ができることが確認された。本研究は、臨場感が豊かな全方位自由視点画像の生成及び奥
行きの深い裸眼立体表示に関して独創的で実用性に富んだ方式を与えた。 
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論文審査結果の要旨 
遠隔地の風景や情報をユーザに提示し、ユーザがまるで自身がその場所にいるかのような没
入感覚を与える技術であるテレプレゼンスに関する研究が盛んに行われている。自由な見回し
を提供するため、遠隔地情報を広範囲で取得する必要があり、距離感を提供するため、遠隔地
情報を立体的に取得することが不可欠である。全方位３次元自由視点画像の生成及び表示がこ
れらの要求を満たしている。全方位３次元自由視点の生成とは、現実環境において一周 360
度全方位の情報を画像として取り込み、光線画像処理によって自由視点の画像を生成すること
である。その大きな特徴として、実際に生成される視点位置にカメラがなくてもその視点の情
報を画像で提供することができることである。３次元自由視点画像を生成するための従来技術
としては、全方位センサーを用いる手法や複数台のカメラによるデップスマップ生成を用いる
手法が提案されている。しかし、前者には装置が複雑である問題があり、後者には生成した視
点画像にオクルージョンが生じる問題があった。一方、３次元自由視点画像を立体的に表示す
るには、多視点の視差画像表示に対応できる裸眼立体ディスプレイが望ましい。しかし、多視
点裸眼立体表示法として最も有望であるレンチキュラーレンズ方式が、クロストークが発生す
る問題がある。そのため、表示できる立体画像の奥行きが制限され、自由視点の自由度が制限
される。 
本論文では、上記の問題を解決する方法に関する研究について論じており、５章より構成さ
れている。 
第１章（序論）では、これまでの研究背景、研究動向及び全方位自由視点画像の生成や裸眼
立体表示技術について概説している。 
第２章（全方位自由視点立体画像作成システム）では、単一カメラを用いて複数の仮想カメ
ラを生成する全方位自由視点立体画像撮影法を提案している。また、広範囲な奥行き感に応じ
て生成する輻輳角可変な画像処理アルゴリズムを考案した。さらに、試作システムを用いた実
験により提案方法はリアルな自由視点立体画像を生成可能であることを確認した。 
第３章（高精度な全方位自由視点立体画像の生成）では、第２章で提案した全を方位自由視
点立体画像撮影法の高精度化を図った。第２章で提案した方法では自由視点の位置に応じて複
数視点の撮影画像から画像列を抽出して結合することによって自由視点画像を生成している。
しかし、処理量では視点数が少ない方が望ましいが、視点数が少ないと画像列のつなぎ目にエ
ッジが不連続となる問題がある。この問題を解決するため、ここではスケーリング補間による
高精度な自由視点立体画像生成法を提案している。具体的には、使用する撮影画像の枚数に応
じて画像列の幅を算出し、特定のスケーリング係数を用いてスケーリングすることにより、画
像列中にあるエッジの端点を上下方向に移動させる。離散的な視点から撮影した画像を用いて
滑らかで高精度な自由視点画像を生成できることが試作システムを用いた実験により確認さ
れた。 
第４章（奥行きの深い裸眼立体表示手法）では、第２及び第３章の提案手法によって生成し
た自由視点立体画像の立体表示法を提案している。従来のレンチキュラーレンズ方式では多視
差を提供することで横方向の見回し（運動視差）がある程度可能であるが、クロストークが発
生するため、奥行き方向における視点の自由度を制限されている（奥行き感が浅い）。この問
題を解決するために、ここでは、表示するシーンの奥行きに応じて表示領域を分割し、複数枚
の透過式ディスプレイを用いて異なる深さの虚像を形成して表示している。奥行き方向におけ
る立体画像の観察自由度が高くなったことが試作システムを用いた実験により確認された。 
以上の知見から、本論文はテレプレゼンス、特に３次元自由視点画像の生成及び表示分野に
実用的な手法を与えている。なお、本研究の成果は学術雑誌へ２報掲載され、国際学会におい
て４回研究発表（英語）を行っている。 
以上を総合的に判断して、本論文に関する研究及びその成果は、博士(工学)学位論文として
の水準を満足しているため、合格と判定した。 
 
- 4 - 
 
 
氏 名（本籍） 
学 位 の 種 類 
学 位 記 番 号 
学位授与の日付 
学位授与の要件 
 
堂前 篤志 (福井県) 
博士（工学） 
甲第 136 号 
平成 26 年 3 月 19 日 
学位規則第４条第１項該当 
学位論文主題 キャパシタンス標準に関する計測技術の研究 
論文審査委員 （主査） 教授 桐生 昭吾   
教授 和多田 雅哉 准教授 京相 雅樹 教授 堀田 正生  
教授 百目鬼 英雄 准教授 島田  宏(電気通信大学) 
 
論文内容の要旨 
 計量の信頼性を確保するために、国の計量の基準である国家標準が整備され、国家標準を頂
点としたトレーサビリティ体系が確立されている。この体系の確立により、先端技術分野・医
療現場・産業界等で使用される計測機器の信頼性が担保され、最終的に科学技術の発展・安心
安全な国民生活・円滑な国際通商等へとつながっている。国家標準が整備され、それを頂点と
したトレーサビリティ体系が一旦確立されても、その時点での最新の科学的知見や利用できる
最高の技術を用いて、常にそれらの高度化に取り組んで行かねばならない。 
本研究では、日本のキャパシタンス標準の高度化を実現する計測技術の基盤の確立を目的と
して、新たな校正手法・計測機器の長期安定性評価・標準の維持管理といったキャパシタンス
標準へ応用可能な計測技術について、大別して以下の内容に関する研究を行った。 
(1) 次世代の基準に対応した計測技術 
(2) より安定な計測機器 
(3) 量子効果に基づく計測・評価技術 
(4) 校正結果の妥当性確認手法 
本論文はこれらの研究をまとめたものであり､各段階における研究成果は以下のとおりである｡ 
量子効果を利用して交流抵抗の基準を実現する交流量子化ホール抵抗（ac quantized Hall 
resistance: ac QHR）の研究が進んでいる。ac QHR を用いれば、既存のキャパシタンス標準
で使用している交直差計算可能抵抗器のような”モノ”に依存せずに交流抵抗の基準値を決め
ることが可能となり、キャパシタンス標準の長期信頼性が向上すると見込まれている。この
ac QHR を基準としたキャパシタンス標準の実現に向けて、本研究では、既存のキャパシタン
ス標準と同じ校正周波数 1.592 kHz において、ac QHR を基準としたキャパシタンス標準を実
現可能な校正手順の提案を行う。そして、その提案手順においてキーデバイスとなる改良型直
角相ブリッジ回路の設計・製作を行い。製作した回路の不確かさを評価することで、改良型直
角相ブリッジ回路の性能を定量的に示す。 
日本のキャパシタンス標準の実現手順において、交流抵抗器はキャパシタンスを導くための
仲介器として使用される、非常に重要な計測機器のひとつである。本研究では、従来型金属箔
抵抗素子を利用した交流抵抗器について、この種の抵抗素子を長期的に使用する際の課題を明
らかとする。そして、この課題を解決に導くことができると考えられる高安定金属箔抵抗素子
について、キャパシタンス標準で使用可能な性能を有するかの評価を行うため、交流特性（抵
抗値の周波数依存性、位相角）、および抵抗値の電流依存性を精密に評価し、高安定金属箔抵
抗素子がキャパシタンス標準で使用するに問題ない性能を有していることを明らかにする。 
精密トランスを用いたブリッジ回路はキャパシタンス標準の実現に必要不可欠なものであ
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る。その精密トランスの評価には電磁誘導現象を利用した分圧器（誘導分圧器）の分圧比が参
照標準として用いられるが、誘導分圧器の比は経時変化をするため煩雑な校正作業を定期的に
行うことが欠かせない。本研究では、分圧比が量子効果に基づき基礎物理定数を基準に決定さ
れ、その比が原理的に経時変化をしないため定期的な校正作業が不要な、QHR 分圧器の開発
を行う。QHR 分圧器を製作し、その分圧比を定量的に評価する。 
信頼性の高いキャパシタンス標準を維持し続けるには、キャパシタンス標準による校正の結
果の妥当性を確認する手法を確立することが重要となる。本研究では、従来からの”キャパシ
タンスの長期履歴に基づく妥当性確認手法”に対して、新たに”複数の標準キャパシタ間のキャ
パシタンス差の長期履歴”を組み合わせる校正の結果の妥当性確認手法を提案する。キャパシ
タンス差の長期履歴を加味することにより、従来手法だけでは困難であった不具合発生時の原
因判別を可能とする。そして、提案した方法を実際の妥当性確認に適用するため、キャパシタ
ンスの長期履歴、および複数の標準キャパシタ間のキャパシタンス差の長期履歴を実測する。
そして、実測したデータを利用して、提案した手法の有用性を実証する。 
以上の結果、日本のキャパシタンス標準の高度化を実現する計測技術の基盤が与えられた。 
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論文審査結果の要旨 
国家標準は先端技術分野・医療現場・産業界等で使用される計測機器の信頼性が担保され、
最終的に科学技術の発展・安心安全な国民生活・円滑な国際通商等へとつながる極めて重要な
計量の基準である。国家標準を頂点とし我々の身近な計測器の信頼性を確保する手段としてト
レーサビリティ体系が整備されている。この体系の確立により、先端技術分野・医療現場・産
業界等で使用される計測機器の信頼性が担保され、最終的に科学技術の発展・安心安全な国民
生活・円滑な国際通商等へとつながっている。国家標準は、その時に実現しうる最高の科学技
術を用いて開発が行われ、維持、管理されている。実際、ノーベル賞あるいはそれに相当する
科学技術が国家標準に応用された例は少なく無い。それ故、国家標準の開発、維持、管理には、
その時点での最新の科学的知見や利用できる最高の技術を用いて、常にそれらの高度化に取り
組んで行かねばならない。 
この研究では、日本のキャパシタンス標準の高度化を実現する計測技術の基盤の確立を目的
として、新たな校正手法・計測機器の長期安定性評価・標準の維持管理といったキャパシタン
ス標準へ応用可能な計測技術について、大別して以下の内容に関する研究を行った。 
(1) 次世代の基準に対応した計測技術 
(2) より安定な計測機器 
(3) 量子効果に基づく計測・評価技術 
(4) 校正結果の妥当性確認手法 
本論文はこれらの研究をまとめたものであり､各段階における研究成果は以下のとおりである｡ 
量子効果を利用して交流抵抗の基準を実現する交流量子化ホール抵抗（ac quantized Hall 
resistance: ac QHR）の研究が進んでいる。現在、日本では直流の QHR を起点として交直差
計算可能抵抗器を校正し、計算により交流抵抗を求め、これを用いて交流ブリッジにより交流
抵抗および標準キャパシタを校正している。ac QHR を用いれば、交直差計算可能抵抗器を用
いずに交流抵抗もしくは標準キャパシタを校正することが可能となり、校正手順を大幅に簡略
化できる。この ac QHR を基準としたキャパシタンス標準の実現に向けて、本研究では、既
存のキャパシタンス標準と同じ校正周波数 1.592 kHz において、ac QHR を基準としたキャパ
シタンス標準を実現可能な校正手順の提案を行った。そして、その提案手順においてキーデバ
イスとなる改良型直角相ブリッジ回路の設計・製作を行い、製作した回路の不確かさを評価す
ることで、改良型直角相ブリッジ回路の性能を定量的に示した。 
日本のキャパシタンス標準の実現手順において、交流抵抗器はキャパシタンスを導くための
仲介器として使用される、非常に重要な計測機器のひとつである。本研究では、従来型金属箔
抵抗素子を利用した交流抵抗器について、この種の抵抗素子を長期的に使用する際の課題を明
らかにした。そして、この課題を解決に導くことができると考えられる高安定金属箔抵抗素子
について、キャパシタンス標準で使用可能な性能を有するかの評価を行うため、交流特性（抵
抗値の周波数依存性、位相角）、および抵抗値の電流依存性を精密に評価し、高安定金属箔抵
抗素子がキャパシタンス標準で使用するに問題ない性能を有していることを明らかにした。 
精密トランスを用いたブリッジ回路はキャパシタンス標準の実現に必要不可欠なものであ
る。その精密トランスの評価には電磁誘導現象を利用した分圧器（誘導分圧器）の分圧比が参
照標準として用いられるが、誘導分圧器の比は経時変化をするため煩雑な校正作業を定期的に
行うことが欠かせない。本研究では、分圧比が量子効果に基づき基礎物理定数を基準に決定さ
れ、その比が原理的に経時変化をしないため定期的な校正作業が不要な、QHR 分圧器の開発
を行った。QHR 分圧器を製作し、その分圧比を定量的に評価した。 
信頼性の高いキャパシタンス標準を維持し続けるには、キャパシタンス標準による校正の結
果の妥当性を確認する手法を確立することが重要となる。本研究では、従来からの”キャパシ
タンスの長期履歴に基づく妥当性確認手法”に対して、新たに”複数の標準キャパシタ間のキ
ャパシタンス差の長期履歴”を組み合わせる校正の結果の妥当性確認手法を提案した。キャパ
シタンス差の長期履歴を加味することにより、従来手法だけでは困難であった不具合発生時の
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原因判別が可能となる。そして、提案した方法を実際の妥当性確認に適用するため、キャパシ
タンスの長期履歴、および複数の標準キャパシタ間のキャパシタンス差の長期履歴を実測した。
その結果、実測したデータを利用して、提案した手法の有用性を実証した。 
以上の結果、日本のキャパシタンス標準の高度化を実現する計測技術の基盤が与えられた。 
これら成果は学術な面ではキャパシタンス標準だけでなく、量子標準の応用および精密計測の
研究分野の発展に大きな貢献を行った。また、キャパシタンス標準は電気・電子・通信機器を
中心とした産業界や部品メーカにおける品質向上への貢献も行っている。以上より、博士(工
学)の学位論文としての価値が充分であると判断する。 
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論文内容の要旨 
 実社会（以下，リアルワールド）での車両対車両（以下，対車両）前面衝突では相対的に小
型軽量車両の車体変形に対応して被害の度合いも大きくなる．これは前面衝突コンパティビリ
ティ問題と言われ，評価方法については国際会議で幾つか論議されているがどれも十分な研究
成果とは言えず，最終結論に至る段階となっていない．本論文は車体剛性，強度の評価方法と
車両前部構造の相互作用度の定量化手法を用いた研究により得られた知見（検討結果）を踏ま
えて，対車両前面衝突時に衝突エネルギを吸収する車両前部構造における相互作用度の評価手
法の明確化を目的としたものである． 
本研究ではまず，対車両前面衝突実験で直接計測が不可能な衝突荷重と，計測が困難である
車体変形量を予測する手法を導きだし，この手法を用いた対車両前面衝突の検証解析（FEA）
と実車実験結果から，主に衝突初期から最大荷重までの荷重特性と対車両前面衝突の被害度に
強い関連性が存在することを示した．  
次に，対車両前面衝突における車両前部構造の相互作用度を定量的に評価，分析が可能な手
法を開発し，その相互作用を衝突初期から有効にするための車両前部構造設計法を具体化した．
特に，相互作用度の評価，分析手法で用いる指標と構造部材の設計要件を目的関数とした衝突
解析ソフトと最適化ソフトを組み合わせた入出力システムを構築し，本研究の評価手法の妥当
性と抽出した構造部材の設計手法の有効性を示した．さらに，対車両前面衝突において被害を
低減するには車両前部構造の相互作用の影響度増加が必要なことを明確にした． 
 
第１章 緒論 
対車両前面衝突におけるコンパティビリティ問題に関して，米国の事故データベース
（NASS - CDS：National Automotive Sampling System -  Crashworthiness Data System）
から，リアルワールドでの前面衝突は対車両前面衝突が最も多い事故類型であり，特に普通乗
用車同士の事故件数が多く，その中でも相対的に軽い車両との衝突における乗員の受傷の割合
が高いため極めて重要な課題であることを示した．さらに，この課題に関する日欧米の研究機
関等による研究内容を概観し，その問題点と本研究の目的ならびに意義，内容について述べた． 
 
第２章 車体剛性・強度の評価方法       （SAE Paper,No.2003-01-0908） 
対車両前面衝突において直接計測が不可能な衝突荷重と，詳細計測が極めて難しい車体変形
量を，各車両に設置した複数の加速度計で計測した加速度をもとに推定する手法を考案した．
同手法の妥当性に関して実車衝突実験を実施し，実測荷重値との比較や推定した荷重変形量線
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図の分析により検証した.次に,推定した荷重変形量線図をもとに前面衝突コンパティビリティ
問題について分析し，両車両の間での衝突エネルギ吸収の分担率や車両前部の変形量が，両車
両の前部剛性や強度，さらには最大荷重以降の荷重により決まることを明らかにした．また，
両車両の機構部品の相互作用によっても車両の加害，被害の度合いが変わることを示唆した． 
 
第３章 車両間相互作用の分析・評価手法    （自動車技術会論文集 Vol.36, No.4, 
pp.169-174） 
対車両前面衝突における車両前部構造の相互作用度を均質性として評価できると仮定し，そ
の均質性を定量的に評価，分析が可能な統計的手法を開発した．本手法の妥当性は，物理量モ
デル（論理的検証）や小型車両のエネルギ吸収部材を想定した簡易モデルを用いて FEA によ
り検証した．その結果，車両を多分割ロードセルバリアに衝突させた際に生じる各ロードセル
への分布荷重を用いて，平均荷重の二次モーメントである分散は均質性の尺度に，高次の統計
量であるゆがみは衝突車両の加害性と被害性の要素を分析でき，扁平度はその要素の度合いを
分析できる指標となることを示した． 
 
第４章 車両前部構造における解析・実験による均質度合いの確認および曲率の影響 
（日本機械学会論文集. C 編 71(701), pp.58-63） 
均質性を向上させる構造部材の具体策として曲率が重要な設計パラメータの一つであるこ
とを示し，その有効性を FEA と試作実験にて検証した（特許第 4103758，特許第 4103811）．
均質性の評価には第４章で開発した評価，分析手法を用い，同手法と構造部材との考え方が車
両前部構造に応用できることを併せて明らかにした． 
 
第５章 車両部材の均質性の評価・分析手法を用いた最適な曲率の抽出 
（FISITA 論文集. F2006M176） 
衝突解析ソフトと最適化ソフトとを組み合わせた入出力システムを作成し，均質性の分析，
評価で指標として用いた統計量の他に質量，衝突荷重といった設計上での要件も目的関数に設
定して構造部材の検討を行った．一例として抽出したサンプル形状（構造部材）は小型車両の
エネルギ吸収部材に組み込み（特許第 4123012，特許第 4123013，特許第 4123014），固定壁
衝突と対車両前面衝突との FEA から車両前部構造の均質化による相互作用の向上効果を明ら
かにするとともに，相互作用の向上が被害の度合いを低くするのに有効であることを示した．  
 
第６章 結論 
衝突初期から最大荷重までの荷重特性によって対車両前面衝突の被害の度合いが変わるこ
とを示し，対車両前面衝突時における車両前部構造の相互作用度を定量的に評価，分析が可能
な手法を明確にした．そして，対車両前面衝突において被害の度合いを低くするには車両前部
構造の相互作用を向上させることが極めて有効であることを示した． 
 
以上，本研究は自動車の衝突安全性能を向上するための全く新しい評価手法を提案する研究
成果であり，日本国政府の掲げる交通事故死者数ゼロへ向け，大きく貢献できると言える． 
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論文審査結果の要旨 
実社会（以下，リアルワールド）での車両対車両（以下，対車両）前面衝突では相対的に小
型軽量車両の車体変形に対応して被害の度合いも大きくなる．これは前面衝突コンパティビリ
ティ問題と言われ，評価方法については国際会議で幾つか論議されているがどれも十分な研究
成果とは言えず，最終結論に至る段階となっていない．本論文は車体剛性，強度の評価方法と
車両前部構造の相互作用度の定量化手法を用いた研究により得られた知見（検討結果）を踏ま
えて，対車両前面衝突時に衝突エネルギを吸収する車両前部構造における相互作用度の評価手
法の明確化を目的としたものである．  
本研究ではまず，対車両前面衝突実験で直接計測が不可能な衝突荷重と，計測が困難である車
体変形量を予測する手法を導きだし，この手法を用いた対車両前面衝突の検証解析（FEA）と
実車実験結果から，主に衝突初期から最大荷重までの荷重特性と対車両前面衝突の被害度に強
い関連性が存在することを示した．  
次に，対車両前面衝突における車両前部構造の相互作用度を定量的に評価，分析が可能な手
法を開発し，その相互作用を衝突初期から有効にするための車両前部構造設計法を具体化した．
特に，相互作用度の評価，分析手法で用いる指標と構造部材の設計要件を目的関数とした衝突
解析ソフトと最適化ソフトを組み合わせた入出力システムを構築し，本研究の評価手法の妥当
性と抽出した構造部材の設計手法の有効性を示した．さらに，対車両前面衝突において被害を
低減するには車両前部構造の相互作用の影響度増加が必要なことを明確にした．  
 
第１章 緒論  
対車両前面衝突におけるコンパティビリティ問題に関して，米国の事故データベース（NASS 
- CDS：National Automotive Sampling System - Crashworthiness Data System）から，リアルワー
ルドでの前面衝突は対車両前面衝突が最も多い事故類型であり，特に普通乗用車同士の事故件
数が多く，その中でも相対的に軽い車両との衝突における乗員の受傷の割合が高いため極めて
重要な課題であることを示した．さらに，この課題に関する日欧米の研究機関等による研究内
容を概観し，その問題点と本研究の目的ならびに意義，内容について述べた．  
 
第２章 車体剛性・強度の評価方法 （SAE Paper, No.2003-01-0908）  
対車両前面衝突において直接計測が不可能な衝突荷重と，詳細計測が極めて難しい車体変形
量を，各車両に設置した複数の加速度計で計測した加速度をもとに推定する手法を考案した．
同手法の妥当性に関して実車衝突実験を実施し，実測荷重値との比較や推定した荷重変形量線
図の分析により検証した.次に,推定した荷重変形量線図をもとに前面衝突コンパティビリティ
問題について分析し，両車両の間での衝突エネルギ吸収の分担率や車両前部の変形量が，両車
両の前部剛性や強度，さらには最大荷重以降の荷重により決まることを明らかにした．また，
両車両の機構部品の相互作用によっても車両の加害，被害の度合いが変わることを示唆した． 
 
第３章 車両間相互作用の分析・評価手法 （自動車技術会論文集 Vol.36, No.4, pp.169-174）  
対車両前面衝突における車両前部構造の相互作用度を均質性として評価できると仮定し，そ
の均質性を定量的に評価，分析が可能な統計的手法を開発した．本手法の妥当性は，物理量モ
デル（論理的検証）や小型車両のエネルギ吸収部材を想定した簡易モデルを用いてFEAにより
検証した．その結果，車両を多分割ロードセルバリアに衝突させた際に生じる各ロードセルへ
の分布荷重を用いて，平均荷重の二次モーメントである分散は均質性の尺度に，高次の統計量
であるゆがみは衝突車両の加害性と被害性の要素を分析でき，扁平度はその要素の度合いを分
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析できる指標となることを示した．  
 
第４章 車両前部構造における解析・実験による均質度合いの確認および曲率の影響 （日本機
械学会論文集, C編 71(701), pp.58-63）  
均質性を向上させる構造部材の具体策として曲率が重要な設計パラメータの一つであるこ
とを示し，その有効性をFEAと試作実験にて検証した（特許第4103758，特許第4103811）．均
質性の評価には第３章で開発した評価，分析手法を用い，同手法と構造部材との考え方が車両
前部構造に応用できることを併せて明らかにした．  
 
第５章 車両部材の均質性の評価・分析手法を用いた最適な曲率の抽出 （FISITA論文集., 
F2006M176）  
衝突解析ソフトと最適化ソフトとを組み合わせた入出力システムを作成し，均質性の分析，
評価で指標として用いた統計量の他に質量，衝突荷重といった設計上での要件も目的関数に設
定して構造部材の検討を行った．一例として抽出したサンプル形状（構造部材）は小型車両の
エネルギ吸収部材に組み込み（特許第4123012，特許第4123013，特許第4123014），固定壁衝
突と対車両前面衝突とのFEAから車両前部構造の均質化による相互作用の向上効果を明らか
にするとともに，相互作用の向上が被害の度合いを低くするのに有効であることを示した．  
 
第６章 結論  
衝突初期から最大荷重までの荷重特性によって対車両前面衝突の被害の度合いが変わるこ
とを示し，対車両前面衝突時における車両前部構造の相互作用度を定量的に評価，分析が可能
な手法を明確にした．そして，対車両前面衝突において被害の度合いを低くするには車両前部
構造の相互作用を向上させることが極めて有効であることを示した．  
 
 以上，本研究は自動車の衝突安全性能を向上するための全く新しい評価手法を提案する研究
成果であり，日本国政府の掲げる交通事故死者数ゼロへ向け，大きく貢献できると言える．ま
た，本学位請求論文は社会的貢献度と学術的価値の両面において高く評価できるものであり，
博士(工学)の学位に相応しい内容を有するものと判断した. 
